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I はじめに
村 山 貴 俊
本積は, 多国籍企業 (multu:a ionalenterprise;MN E )  研究の分野で
の一権成,ジョン・H ・ダニング(John H. Dunning)が,l988年に発刊
した『MNE,技術および鏡争力(Munilnatbnals,'nechaob'al1d Com-
pennoeness)」  という著作の検討を通じて, 近年.「MN E研究者の関心を
集つつある一一国の競争優位と特定の国籍を持つ企業との相互作用」
(Dunning,. l993, p.l02) に一考察を加えることを日的とする。
また,マイケル・E・ポーター(MichealE.Porter)によるl990年発
刊の著「国の競争優位(The ComPetitioeAdmntageofNaions)」が.
上述の相互作用を分析する研究として我国において大きな注日を集めたに
もかかわらず, より早期に同様の間題を論じたDunning(l988b) の著作
は, それほど注目されなかったように思われる。 このため, Dunn-
ing(l988b)の研究内容を紹介することも,本稿のいまlつの日的と位置
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づけられる。さしあたり, ここでは,Dunning(l988b) とPorter(l990a)
の見解を比較したりl) ダニングがl993年に発刊した近著fビジネスのグ
ロー バル化(ne Gbbali2 t onofBusiness)』で展開されるPorter(l990
a)への批判的見解を紹介しながら,Dunning(l988b)の内容を検討して
いくことにしよう。
以下,まず第]I節では,Dunning(l988b)が,その著作のなかで採用し
た分析枠組みの概説を通じて, 本稿の表題のもとで論じられるぺき具体的
な間題が明示される。次いで,第m節では,主にDunning(l988b)の見
解に依拠して, 前節で提起された間題がより深く堀り下げて分析される。
最後に,第1y節では,以上の諾節から得られた知見を踏まえ,同時に,近
著Dunning(l993) で展開されるPorter(l990a) への批判的な見解も参考
にしながら, 「企業の競争力と国の競争力の相互作用」 を分析するプロセ
スで導出された幾つかの含意群(例えば,新しく用意された分析枠組みが,
政府の行動およびMN Eの戦略的行動に与えるインパク ト) が提示され,
本稿の小括へと変えられる。
II 折哀パラダイムとは?
Dunning(l988b) で採用される分析枠組みは, ダニング自身によって
l970年代に提唱され(e.g.,Dunning,l973,l979),その後l9809̃0年
代に出版された彼の一連の著作群(e.g. Dunning,l98lb,l988a,l992,
l993) を通じ, 国際経営学および国際経済学の分野において確固たる評価
を得た折表バラダイム(eclectic paradigm)である2)。ダニングは,国際
次元で展開される経済や経営事象の大部分は, この折表パラダイムを利用
l )  ダニングとポーターの見解を比較する論文としては津守 (l99l) がある。 そ
こでは, ダ二・ングおよびポータがー示唆する「優位性」の概念の比較検討が
行われている。
2)Iett〇一Gillies(l993)によれば.「国際ビジネスの,● ンファレンスには,いつ
もダ・=ングの分類法を利用した幾つかの論文が持ちこまれる」(p.l23) と
いうo
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し, 応用することで理解可能となり, 本稿の主たるテ マーである 「企業の
競争力と国の競争力の相互作用」 を理解する場合にも, この折衷パラダイ
ムは有効であるとする(cf., D unning,l988b,pp.69-'73)。
さて, Dunni g(l988b) で採用される折衷パラダイムという分析枠組み
に対する,筆者なりの理解を要約したものが図lである。以下, この図を
参考にしながら, ダニングの分析枠組みの内容について概説を行なってい
きたい。
まず, 図lは,企業の競争力を分析する枠組みを提示している。国際的
な事業展開を行なう企業, 例えばMN Eの競争力は, 「その主たる競争企
業 (main competitors)との関係性のなかでの最終的な企業〔MNE〕
の業技」(11,id, p.l)によって評価される。換言するなら,当該のMNE
が競争企業や潜在的な競争企業に対して, どれほどの競争優位性を保持し
ているのか, という側面から評価されるぺきものである。
Dunning(l988b)によれば,それらの優位性は,以下に見る,所有特殊
優位(ownership-spec流  advantages;〇優位),立地特殊変数(loca-
tiona1-specific variables;L変数),内部化番因優位(internaliza-
tion-i centive advantages; I優位), といった3変数から生み出される
国1 折理:パラダイムという分析将組み
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①まず,広く技術 (technology) と定義される所有特殊展位という変数。 具体的
には,企業が,新製品,新工程,新素材を革新する能力,あるいは既存の製品,
工程. 素材をより効率的に利用する能力といった 「費産を創造および利用する
知識(knowledge of asset creation and usage)」(0a優位)(p.3),さらに
企業内あるいは企業間に (しばしば国境を超えて) 点在する付加価値活動を効
果的に速鎖統合あるいは管理する能力 (例えば, 規模および範国の経済性, 話
活動間のシナジ のー利用)といった「経済活動を組機化する知識(knowledge
of organizing economic activity)」(〇t優位)(p.3)から生じる優位性。
②次いで,それらの技術を利用(大規換市場が存在する国に生産活動を移転)お
よび創造 (高度な技術水準を持つ国にR&D活動を移転) するのに最適な立地
をグロー バルな観点で選択する知識,通称, 立地特殊変数から生じるl展位性。
③さらに, 上述の〇展位とL変数を連結する際の効果的な組截選択から生じる展
位性。例えば,既存の技術を有利に競争が展開できる他国に移転したり(〇展
位→L変数;利用), あるいは革新の原動力となるべく技術を他国から移転し
たり(L変数→〇E位 ;1印造)する際に,「市場の失敗(market failure)」 を
前提として, その〇E位を最も効率的に移転できる組機モードを正しく選択す
る知識。すなわち,国際市場で技術の所有権(パテントおよびノウハ )を移
転先国の企業へと(から)市場取引に近似したライセンシングによって販売(購
買)するのか,あるいは技術を移転先国でうまく機能(獲得)させるために自
らの海外子会社を海外直接投資 ( F  D I )  という階19組機的な方法によって設
置するのか,といった代替的なモー ドの選択を示唆する内部化議因暖位から生
じる優位性。
〇しかも, それら0-L-Iの3つの変数がlつのシステム(〇十@ 十③ <
OLIシステム)として融合され,そのシステム性がlつの優位性の源泉とな
る (cf.,拙稿,l996)。
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ここに, Dunning(l988b)は,折表パラダイムが, 「これまで主に, 企
業の国際生産を説明するために利用されてきたにもかかわらず, いまや企
業の競争力, 特に国際経済活動を展開する企業の競争力を評価する一助に
なり得るであろう」(p.l)と主張する。
さらに,図lは,国の競争力を分析する枠組みをも提示している。Dun-
ning(l988b) によれば, 国の競争力とは, 「生産性という指標によって測
定される産業セクタ一内での資源利用の効率性, あるいは特定の産業セク
ターに対する輪出入の比率を含む願在化された比較優位 (revealed com-
parative ad antage; R C A) といった方法によって測定される産業セク
タ一間での資源配分の効率性」 (Ibid, p.2) によって評価されるという。
換言するなら,財・サービスの投入(輪入)と産出(輪出)の比率,いわ
ば, 財・サービスの転換効率により評価されるものである。
さらに,上述のような客観的な指標によって測定される国の競争力とは,
極めて動態的なものである。 他国のMN EがL変数の一層lの強化を期待し
て自国に海外子会社を移転することや, あるいは自国のMN Eの技術革新
といったミクロ・レぺルでの企業行動が,マクロ・レぺルの産業ないしは
国家の生産性・R C Aに動態性をもたらす原因となり, ここに「企業の競
争力と国の競争力の相互作用」 が生じてくるのである3t
M N Eと国 の間には,本国(home counlry)および受入国(host coun-
try)といった関係性が成立すると考えられるが,加えて,本来なら,そ
れらの関係性の質にも注意が向けられねばならない。 すなわち, MN Eの
行動が, 特定の国の生産性・R C Aなどの指標を低下させるのか (思い影
響), あるいは上昇させるのか (良い影響), といった間題が考慮されねば
ならない。以上のような2本の評価軸を考慮しながら, MN Eと国の関係
性のあり方を整理するために用意されたのが図2である。
3 )  Ietto-Gillies(l992) による, 「〔ダ二,・ングが) 0優位が…一L変数に与える影
響を見逃しているように思われる」(p.l23) という指摘は誤りであるよう
に思われる。 -l4l- 5
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受入国
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国2 MN Eと国の関係性
良 惡
セル① セル②
セル③ セル④
影響の質
関係性の質
図2が示す内容は単純である。 セル①は本国のM N Eが本国の経済に良
い影響を及ぼす関係性,セル@ は悪い影響を及ぼす関係性,セル③は一転
して外国のMN Eが受入国の経済に良い影響を及ぼす関係性, セル④は悪
い影響を及ぼす関係性, がそれぞれ意味されている。 なお, Porter(l990a)
が強調したのはセル①の関係性に近い内容であったと思われるが, それに
対してDunning(l988b)は, 4つのセル全てを分析視野に収める。しか
し, 本稿では, 紙幅の間題上, そしてポーターとダニングの見解の対比を
意図して, 主にセル⑨の関係性に注目しながら, ダニングの所説において
展開される 「企業の競争力と国の競争力の相互作用」 についての彼独自の
考え方を体系的に整理していきたい。
ところで, セル③が意味する外国のMN Eによる受入国への良い影響と
しては, MN Eが受入国に参入することで市場メカニズムによる資源配分
効率を向上させたり(cf.,Dunning&Pearce,l988,p.2l), M N Eの
海外子会社が展用を創出したりと(0l:.,Dunning,l988b,p.l66),まず
「短期的」で「静態的」な影響が想定されよう。しかし,「投資の流入は
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を增加させる」(Ibid,p.72-3 )といわれるように,より「長期的」 かっ
「動態的」 な影響も想定されなければならない。 すなわち, MN Eの海外
子会社に移転された最新技術が自国企業へと波及したり (diffusion ef-
fectあるいはspil1over ffect;波及効果)(0l:.,Ibid, p.l66),新規参入
してく る海外子会社の技術力に対抗するため自国企業が革新行動を喚起し
た り と (stimulative effect;刺激効果)(cf.,Dunning,l993,p.48),
技術 ( 0優位) という要素に直接作用する幾つかの影響が想定されねばな
らない。 また, 技術力の強化とは, 市場競争を激化させることで資源配分
をより効率的なものとし, また市場の規模ひいては企業の規模を拡大する
ことで新規の属用を生み出すために, 「長期的」な影響は「短期的」な影
響を包含し,相互に矛盾しないと考えられるため,本稿では, さしあたり
後者の「長期的」かっ「動態的」な影響に焦点を絞りたい。
さて, かなり複雑な議論となったが, 国の競争力とは一体なにか, とい
う当初の間題に再び立ち返つてみることにしよう。統計的な処理を用いて,
国の競争力を評価するためには, 生産性・R C Aといった客観的な指標を
使わさる得ない。 しかし, それはあくまでも測定上の使宣に過ぎないもの
であり, より本質的なレぺルで, しかもダニングの主張とも相互にm解を
きたさないような形で, 国の競争力を以下のように提え直すことが可能で
あると恩われる。
マクロ・レぺルでの生産性・R C Aという指標の健全性を保つ根本的な
力とは, ミクロ・レぺルでの企業の鏡争力ではないだろうか。そのように
考えるなら, セル③の関係性における国の競争力とは, 生産性・R C Aと
いった指標の上昇を可能にする外国のMN Eを多くの他国と争いながらも
自国に向かって引きっける受入国の能力や魅力を意味するものと思われる。
なお, ダニング自身も近著では, 「MN Eの活動を引きっける国の能力」
(Dunning, l993,p.47)という言葉を明示的に使い始めていることから,
生産性あるいはR C Aの指標を改善できるMN Eの活動を他国との競争の-l43- 7
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なかで自国lcilきっける能力こそ力li,E日lli)競争力だと主張することの要当性
は高いように思われる。 また, 本稿の分析において主に参考にしたDunn-
ing(l988b)の著作でも,統計処理上の便宜として生産性・R CAなどの
指標が国の競争力を示す代理変数として採用されているにもかかわらず,
本質的な部分では, 上述のような捉え方がなされているように恩われ, こ
のことは後段の識論のなかでおいおい明らかになってくる。
例えば,Dunning(l988b)の第9章では統計分析が施され,外資系MN
Eのイギリスへの参入が, 「〔生産性・R CAを算出するための〕データは
不完全であるものの一一よりよい資源配分および技術効率性を日標とする
産業再編を助長した」 (p.l95) という事実が示される。
そのうえで,MN Eの海外子会社をイギリスに引きっけた要因としては,
古典的な要索条件としての天然資源の利用可能性や公益事業の整備といっ
た要因が重要であったが, それらにも增して, 「輪出代替投資を喚起する
輪入規制から,優れた教育基盤,技術基盤,情報通信基盤の整備および産
業の再構プロセスにおける新興産業セクターに属する企業への補助に至
る」(1bid, p.l96)政府の政策に直接的(輪入規制,補助金)あるいは間
接的(教育基盤,技術基盤,情報通信基盤の整備)に関連する「創造され
た (engineered or created)」(Ibid,p.l40)要素条件が重要な要因(L
変数) になってきたと指摘される')。その反面, グロー バルな経済環境の
変化に対応して, 外資系MN Eがイギリスからの海外子会社の撤退を進め
る「根無し草(foot-loose)」(Ibid,p.196)な立地戦略の見直しを決定し
た場合, 生産性・R C Aなどの客観的な指標に反映される既存の国の競争
力を一気に失う可能性があるとも指摘される。
以上,Dunning(l988b)の分析枠組みの概説を通じて,筆者は,本稿の
テーマである 「企業の鏡争力と国の競争力の相互作用」 を分析するために
は, 下記のような諾点が検討されねばならないと考えるに至つた。 すなわ
4 )  このような頼向を促進したlつの原因は. 企業の産出する財'サービスに占
める投入物と しての古典的な要素条件の価値の低下にある。
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ち,①いかなる形で外国のMNEが受入国に良い影響を与えるのか。換言
するなら,MNEと受入国とが, いかに相互作用するのかを, よりミクロ
の視点で分析する必要がある。 ②さらに, そのような外国のMN Eを自国
に引きっけ, その後, MN Eが保持する技術力を自国企業へと波及させて
いく国の能力とはいかなるものなのか。 換言するなら, 国の競争力の特性
を詳細に分析していく必要がある。以下では, これら2つの間題を順に考
えていくことにしよう。
III M N Eの波及効果と国の競争力
さて, M N  Eの行動には, 受入国の生産性・R C Aなど, 国の競争力を
代理する指標を向上させるような効果が期待できた (図2セル⑧)。 なか
んづく, 本稿では,MNEの海外子会社から生じる技術の波及効果や, 受
入国の自国企業 (現地企業) による革新への刺激効果といった, 「長期的」
かっ「動態的」な側面が注日される。よって,本節では,主にDunning(l988
b)に依拠しながら,〇まず,受入国において,MNEの海外子会社から
自国企業へと技術が波及していく様態のタイポロジーが提示される。 ②次
いで, それらの波及を可能とし, さらにその波及を促進するのに必要な諾
要因を国の競争力, すなわちある国が外国のMN Eを自国へと引きっけ,
その後に自国企業への技術波及の可能性を高める能力と理解して, 最終的
には, それら要因ないし能力の具体的な内容にまで目を向けていきたい。
(1 ) 技術波及の様態のタイポロジー
技術波及の様態の包括的なタイポロジーは,概ね,表lのように要約さ
れる。 Dunning(l988b)およびDunning&Pearce(l988)の主張によれ
ば,技術波及の様態とは,実行されたFD Iの内容の差異, さらにMNE
が直面する競争環境の差異に応じて多様なものになる。 以下では, 表lの
経軸にあるF D Iの内容に応じた技術波及の様態の差異, および横軸にあ
る競争環境の違いに応じた技術波及の様態の差異が順に分析され, 最終的-l45- 9
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表1 技術波及の機態のタイポロジー
グoーパル独占 グoーパル募占
ai入代書型FDI 川上波及(中) 川上波及(大)
資源確保型F D I 川下波及(中) 川下波及(大)
合理化FDI 波及(小) 波及(中)
には,両軸を総合した形で技術波及の様態の多様性が提示される。
まず, これまでの受入国への輪入に代替する形で, 現地での生産拠点の
新設を日的として展開される輪入代替型F D I (import-substituting
FDI)の場合は,「現地の供給企業あるいは願客への革新〔技術〕の波及
の可能性があり,それは通常〔海外子会社の〕組立業務から,そこに部品
を供給する現地下請企業へと後方 〔川上〕 に向かっての技術移転を伴う」
(Dunning,l988b,p.l3)とされる。なお,ダニングは,その波及効果
の一例として, イギリスの民生用エレクトロニクス産業における日本企業
の製造投資をあげる。 そこでは, 日本のMN Eによって設立された生産拠
点からイギリスの現地都品供給会社への, P PM(Problem P r M 加ion)
あるいはT P M  (TotalProduction Management) といった生産管理技
法の波及があったとされる。
次に, 本国の生産組点および販売n点への原油や観など天然資源の安定
的な供給を日的として展開される資源確保型F D I (resource-based
FDI)の場合は,「通常,技術の後方波及よりも前方波及を誘導し,例え
ば〔海外子会社の一次加工業務から〕現地で設置された二次加工業務へと
技術の波及は進展する」(Ibid,p .ll3)とされ,「特に天然資源を輪送す
る費用が, 半製品あるいは最終製品を輪送する費用を上回る」(1bid,p.
ll3)ときに,この波及の價向は.ますます強くなるとされる。但し,「輸
出加工区へと向けられた資源確保型F D Iは, 例外的なケースであり一一
発展途上国の安価な労働力と豊富な資源の利用を目的とした〔資源確保型〕
投資は, 他の独立の企業群への多くの技術波及を義,導しなかった一一 〔 と
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いうのも〕MNEから海外子会社に移転される技術および海外子会社から
のスビル・オーパ一効果は, 〔安価な労働力の利用度に比例して〕低付加
価値活動に限定される」 (Ibia, pp.ll3-4) からだという5?
さらに, MN E内部の本社・海外子会社間あるいは海外子会社間の相互
依存的な活動をグロー バルに調整することによって, 規模や範国の経済性
の利用さらにグローバルなシナジ一効果の利用を促進する 「グローバル戦
略 (globalstrategy)」(1cf.,Kogut,l985a,l985b;Porter,l986),この
戦略の実行プロセスにおいて展開される合理化F D I (rationalized FDI)
の場合は, 「〔MN E内部の相互依存〕 システム内での技術移転は多くなっ
たかもしれないが,受入国の現地企業との関係を通じた技術波及の範国は,
輸入代替型F D Iあるいは資源確保型F D Iの場合より狭くなる」(Dm n-
ing,l988b,p.ll4)とされる。そして,その関係性は,T)unning(l988b)
によって, 「国境内のセクタ一間統合の機性のうえに, 国境間の企業内統
合が存在する」(p.ll4) と表現されているのである。
しかし,「合理化F D Iの場合も一一 〔進出先国で下請契約を結んだ)
部品供給会社, それ自体がMN Eである場合には (相方向への) 技術波及
の可能性は高くなる」(Ibid, p.ll4) とされ, イギリスのカラ TーV産業
での日本企業とフィリップス社およびプレッシ一社との関係性が, その一
例としてあげられる。 ただし, そこには, 「日本市場への接近可能性が制
限されるため, 〔日本企業との協力における〕 真の意味のグロー バルな関
係性が抑制されるといった一一 〔欧州系MNEの〕不満」(Ibn,p.ll4)
が残されているのも事実であるという6i
さらに, 「lつの主導的なMN Eがグロー バルに市場を支配する産業と,
5 )  この場合の資源確保型F D Iは, 後述する合理化F D Iに分類されるべきで
はないだろうか。
6 )  成州系MN Eの不満とは, 日本市場への接近が自由でない限り. 欧州企集か
ら日本企業への部品供給量が制限されるため, 規模の経済性を利用した3ス
トの低減が望めず, 日系部品供結会社との部品の納入競争で劣位に立たされ
るとい')ことに向けられていた。-l47- l l
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複数のライバル関係にあるMN Eが共存する産業」 (Ibid, p.l06) (前者
を「グローバル独占産業」,後者を「グロー バル寡占産業」と呼ぶ)では,
MN E内部における技術移転およびMN E外部への技術波及の様態がそれ
ぞれ異なってくるとされる。例えば,前者の「グロー バル独占産業」で行
動するMNEでは「〔白らが保持する〕技術〔の利用が〕がより中央集権
的に管理されており, ・〔MN E内部での本社から海外子会社への〕技術移
転は一方向的になりがちである。 同時に, MN E外部への技術波及は, そ
れらの主導的なMN Eが関わりをもたない特殊な市場セグメントで競争を
展開している企業との狭い関係性に限定される」 (Ibid, p.l06) という。
他方,「グロー バル寡占産業」で行動するMNEにおいては,「MNE内部
における技術移転は, 〔本社・海外子会社間あるいは海外子会社間の〕多
方向的な流れとして実行されており, 加えて, 技術の創造あるいは転換へ
の投入物として他のMN Eへの技術波及が行われる」(Ibid,pp.l06-7)
というo
しかし, ダニングは, グロー バル独占産業とグロー バル募占産業の間に
は, なぜ上述のような差異が生じてくるのか, という理由に関しては全く
言明を行つていないため, その間題に対して筆者なりの見解を提示する必
要があろう。多くの理由が考えられるなか,なかんずく,本稿では,ぞれ
ぞれの競争状態下での, 〇MN Eの追求する戦略の差異, ②MN Eに対す
る政府の政策の差異, といった2点を技術波及の様態に上述のような多様
性をもたらす原因と提える。
まず, ①MN Eの追求する戦略においては, それぞれの競争状態に応じ
て,以下のような差異が生じてくるものと思われる。まず,グローバル独
占産業で行動するMN Eが競争を成功裡に展開できるか否かは, 高い参入
障壁の持続性あるいは持続性の源泉となる革新的技術の排他的な所有, す
なわち「差別化戦略」の効果性に規定されよう。 よって, グロー バル独占
産業において行動するM N Eには, 差別化戦略を実行するために必要な,
技術の企業外都への消散(dissipation)の抑制と,技術の使用を集権的に
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管理できるl00%所有の海外子会社の設置という内部化行動の展開, さ ら
に企業外部への技術消散の速度を早めるライセンシングという外部化行動
の回避といった戦略が要求される (cf., Rugman, l981)。
しかし, グロー バル寡占産業において, MN Eの差別化戦略は, 競争力
の極めて結抗した競争企業による革新技術の模做から生じるブロダクト・
ライフ・サイクル(P  L C ) の短縮化によって, その効果性を急速に低下
させてしまう。 よって, 革新を主導したMNEは, 早晩, P L Cの後期に
支配的である「コスト・リ ダーーシップ戦略」による競争を強いられる。
すなわち, 差別化戦略とコスト・リ ダーーシップ戦略の同時的な追求が必
要となる。
そこで, グロー バル寡占産業で行動するMN Eには, 差別化戦略の追求
を可能にする技術革新に加えて, コスト・リーダ シーップ戦略を実行する
ために以下のような戦略的行動が要求される。 すなわち, 安価な労働力の
利用を目的としたグローバルな視点での立地の再配置 (MN E内部での技
術移転の促進), 低コストで部品の供給が可能な下請企業のグローバルな
観点での選別 (M N E外都への技術波及を促進), あるいは規模の経済性
を充分に利用するために巨大な市場規模を短期に獲得できる0 E M契約 の
利用 (技術優位性の消散を促進) といった戦略が要求される。 以上のよう
な理由によって, グロー バル班占産業におけるMN E内部から外部への技
術波及の程度は, グローバル独占産業におけるそれよりも相対的に大きく
なると考えられる。
つぎに,②政府の政策には,それぞれの競争状態に応じて,以下のよう
な差異が生じてくるであろう。 すなわち, MN Eが受入国経済に不可欠な
財・サービスを供給しており同時に供給企業の数が少ないグロー バル独占
産業では,MNEの技術波及を器導する政策,例えば,中間財への輪入規
制あるいはロー カル・ コンテンツ規制の強要によるMN Eの受入国からの
逃選は, 国の経済の存続自体を危うくする。よって,政策によって技術波
及を促進する政府の自由裁量の範国には, 必然的に限界を課せられること-l49- l3
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になる。 しかし, MN Eの数がグロー バル独占産業に比して相対的に多く
なるグロー バル募占産業においては, 政府の交渉力は, 交渉の対象となる
M N  Eの数に比例するように強くなっていく。 そのため, MN Eの技術波
及を促進するため政府に許された自由裁量は, グロー バル独占産業の場合
よりかなり大きくなる7t以上のような理由で, グロー バル寡占産業にお
いて, MN Eから外部への技術波及の度合は, グロー バル独占産業におけ
るそれよりも相対的に大きくなると考えられる。
ここで,上述の経軸および横軸を総合し, 大・中・小の3段階の指標を
用いて技術波及の程度を評価するなら, さしあたり, 表lのような結果を
得ることができる。すなわち, グロー バル寡占産業と輪入代替型F D I・
資源確保型F D Iの軸が交差している場合に, 技術波及は最も大きくなる
のである。
しかし,表lでは,「直接的」な(下請)取引関係を通じた技術波及の
効 果 (「垂直的関係」を介した技術波及とも理解できる)のみが考慮され
ており, 市場でのMN Eの海外子会社との競争関係が自国企業の技術革新
を喚起するという「間接的」な技術波及の効果(「水平的関係」を介した
技術波及とも理解できる) が無視されている点に大きな間題が残される
(f.,Dunning,l986a,ch.8)。そして,ダニング自身も,この区別を明
確に打ち出していないところに間題がある。おそらく, グロー バル班占産
業では, 市場での競争関係を通じてライバル企業同士が革新を喚起し合う
行動が散見され, さらに他国市場において外国のMN E同志が革新競争に
凌ぎを削り, 受入国の競争力を代理する生産性・R C Aなどの指標が急速
に上昇するといった現実もしばしば確認されるであろう。 よって, 本稿で
は,「垂直的」かつ「直接的」な技術波及のみでなく,競争関係を通じた,
「水平的」かつ「間接的」な技術波及も分析の視角へと統合して,以下,
議論を進めていくことにしたい。
7 )  政府とMN Eの間における交渉力の推移については, 例えば, Agmon &
Hirsch(l979) を参照されたい。
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(2) 技術波及と国の競争力
本稿では, 国の競争力というものを, 技術の波及が期待できるMN Eの
活動を「〔自〕国に引きっける〔受入国の〕能力」(Dunning,l993,p.47)
と提えた。 とするなら, ここでは, 国の競争力の内容をより詳細に分析す
るため, まず, なぜある国が他国よりもMNEの海外子会社の立地国とし
て望ましいのか,あるいは, なぜある国に他国よりもR&Dなどの活動の
立地が集中するのか, といった基本的な疑間に解答をあたえることで議論
が始められねばならない(cf.,Dunning,l990,pp.75-7)。
その疑間に対しては, 国の特性が国家間で異なっているため,MN Eが,
多様な国々のなかで自社の革新技術がもっとも有効に利用あるいは創造で
きる立地を根無し草に取捨選択しているからだといった一般的な解答を用
意できる。 すなわち, 国の競争力とは, 他国との競争のなかでMN Eを自
国に引きっける魅力度を意味しており, それは国家間に存在する差異性に
よって規定される。 Dunning(l988b) によれば, 国家間の差異性は, E S
Pパラダイム(cf.,Dunning,l988b,l992)という3つの変数で構成さ
れるシステムを利用することで分析が可能になるという (表2)。
表2の環境(environment;E変数)とは,「特定の国が利用できる資源
(resources)…一あるいは国内市場および海外市場へと 〔産出物を〕 供給
するために資源を利用する企業の能力」(Dunning,l988b,p.l3)を意味
しているが, それらの資源とは, 新古典派の貿易理論において国家間の差
異性を規定する要因とされた要素条件とほぼ同義である。 具体的には, 資
本および労働力という要案の利用可能性の違いが, その差異を規定するも
のであった(cf., Samuelson,l948)。
しかし,上述のE変数に加えて,「国際生産理論〔FD I理論〕では,
当初からシステ ム (system;S変数)および政策(policy;P変数)とい
った変数が 〔国家間差異を生み出す更なる変数として〕 明示的に考慮され
ていた」(Dunning,l988b,p.5 )という。すなわち,S変数とは,「資
源の利用および配分が決定される組織的枠組み」 (Ibid, p.l3) を意味し-l5l- l5
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表 2 E S  Pパラダイム
環 境 ( E ) シ ス テ ム ( S ) 政 願 ( P )
構
成
物
・人的資源
・天然資源
・経済発展の階段
・文化/歴史的背景
・資本主義(自由企薬)
・社会主義
・混合主義
・他国との協調
・ マ ク ロ 経 済 ( 財 政 ,  金融, 為替)
・ ミ ク ロ 経 済 ( 産 業 , 貿 易 , 競 争 )
・一般(教育,消費者保護)
・F D  I特殊
・産出物のレベルと
構造(一次産品,
産業サ ー ビス, 特
殊化)
・仕事,富,外国人
などに対する態度
・意思決定の構造
・国際的商業活動に従
事する增好
・市場による資源分配
・国有化
・ 政府介入の範囲と形態
・ コ ン ロ ト ー ル- パ フ ォ ー マ ン ス 要 件結
果
(出所) Dunning(l988b), p.l4より引用。
ており, 例えば資源配分の市場メカニズムによる組織化 (資本主義), 政
府メカニズムによる組織化 (社会主義) あるいは混合メカニズムによる組
織化 (混合主義) といった諸システム間の差異が国家間の多様性を規定す
るという。
さらに, P変数とは, 「それらの環境やシステムの範囲内で策定された
政府の戦略的日標およびその目標を実行あるいは推進する政府や関係諸制
度によって設けられる制度的な基準の両方」(Ibid,p.l4)を意味し,  そ
れらの具体的な内容は表2に示されている通り, 金融政策・財政政策から
直接投資関連の政策にまで至る広範な内容を含むものである。 そして, 第
]I節で明示されたごとく, いまや上述のP変数が, 国家間差異を規定する
重要な変数であること,すなわち,MNEの「立地〔選択〕に影響を付与
する政府の役割がますます大きくなっている」(Ibid,p.140)ことが認識
されている。
また, 受入国は, M N  Eの海外子会社から自国企業への技術の波及を効
果的に進める能力を整備することで, 自国の競争力を一層強化できる。 例
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えば, ロー カル・コンテンツ規制を設けて自国企業との下請契約を促した
り, 為替市場に介入して自国通貨を切り下げ本国から海外子会社への部品
の輸出価格を上昇させることで自国企業への部品の下請発注を促したり,
さらに下請契約に伴う企業間の情報伝達を円滑化させる情報インフラの整
備を政策的に進展させる受入国の能力が重要となる。 加えて, Dunn-
ing(l988b) は, 「技術の外部波及は, 関連する技術能力が自国企業へと既
に備わっているところで起こり易い」(p.ll2) ことを強調する。すなわ
ち,「垂直的」な関係を通じた技術の波及には,海外子会社への部品供給
に対応できる一定の技術力を保持した現地の下請企業群の存在が不可欠で
あ り , さ ら に「水平的」な競争関係を通じた技術革新の刺激には,海外子
会社と対等に競争できる現地の競争企業群の存在が不可欠になる8L
なお, それらの自国企業の技術能力の維持および整備という日的にっい
ても, E変数や S変数に比して, P変数が相対的な柔軟性を利用して, よ
り多くの影響力を行使できるように思われる。 環境やシステムといった非
常に固定的な変数の特性を短期間で変化させるのは困難なことであり, そ
の意味で, 政策は相対的な可変性を保持しており, そのうぇ長期的に, 政
策は環境やシステムの特性にも影響を与えられる。 すなわち, 上述のM N
Eを自国に引きっける国の能力に加えて, 技術波及を促進する国の能力の
整備においてもP変数の役割が重視されるのである (ef., Dunning,
l993,pp.344-8)。
しかしながら, 1つの間題は,そのような政策という変数の内容,特に
国の競争力を向上させるために必要な 「明瞭かっ普遍的な政策のガイ ドラ
イン(policyguidelines)を提示することは,おおよそ不可能」(Dunn-
ing,l985,p.407)だということにある。よって,本節では,国家間差異
を生み出す変数としてのP変数の重要性が提示されたこと, およびE S P
パラダイムを用いた国家間の差異性を分析する方法が提示されたことにl
8)小島(1989)によれば. それは, 受入国の「潜在的比較優位」 ( 5 頁 ) を 保
持した産業と位置づけられる。
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つの意義を見い出し, 次節で事例研究を紹介したのちに, 上述の間題に関
して筆者なりの見解を再び提示することにしよう。
lV 事例研究による理解一イギリス医薬品産業
本節では, l っの事例研究の紹介を通じて, 外国のM N Eの海外子会社
から受入国の現地企業への技術波及の様態を具体的に分析していきたい。
なお,技術波及の様態とは,大きく「垂直的」な技術波及および「水平的」
な技術波及に二分することが可能であったが, 本節では, これまで必ずし
も充分に分析されてこなかった 「水平的」 な技術波及の様態に焦点を絞り
たい。例えば,Dunning(l988b)第7章での「イギリス医薬品産業の発展」
に関する研究 (但し, その他の論者による事例研究も若干は参照するが)
は, それら 「水平的」 な技術波及の様態が描かれた数少ない事例であ
る9i
さて, l960̃70年代にかけて, イギリス産業全般が衰退を見せるなか,
競争力を保持したイギリス医薬品産業が発展してきたわけであるが, この
異例ともいうぺき発展の原因とはいかなるものであったのか。
例えば, ダニングと同じレディング大学に在籍し, レディング学派の主
要メンバーを構成する経営史家ジェフリ・ージョーンズ(l994)は, その
原因を 「競争的な環境がより重要だった一一アメリカ医薬品会社がl950年
代以降イギリスに存在していたことが同産業の持続的研究を刺激し続け一
一競争的なイギリス会社が数社存在したことも同様に刺激要因として作用
した」(47頁)ことに見い出す。 Dunning(l988b)によれば,それら競争
的な環境を作り出すlつの原因となったアメリカなど外資系MN EのR&
D拠点のイギリスへの集積は, ①R&D拠点の設立を日的としたF D Iの
流入→(a)個別企業間の競争的な革新行動を通じた医薬品産業全体の技術基
9 )  本節の識論は, Dunning(l988b) 第7章における事例研究の再評価するとい
う域を超えるものではない。なぉ.この事例研究の詳細は,a井(l99l)で
紹介されている。
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盤の向上→@ 国の競争力 (魅力度) の向上→〇F D Iの再流入, といった
「好循環」 (p.ll7) のなかで形成されてきたのだという。
l985年には主要な医薬品会社30社のうちl9社が, その活動の内容は多様
であるがlo) イギリスに何らかのR&Dn点を設置しており, その集積の
度合はアメリカにつぎ世界の第2位であった(cf.,Ibid, p.l24)。また,
l982年のイギリス医薬品産業のR&D費用のうち約30%が外資系MN Eの
出費によって占められ,それはイタリアの40%,フランスの30% ,  日本お
よびアメリカの20%,  ドイッおよびオランダのl0̃l5%,といった数字と
比較した場合にも高い比率であった(cf.,Ibid,pp.l23-8)。さらに, M
N EのR&D拠点が集積したことから生起するイギリス経済への良い影響
としては, まず医薬品産業の届用に占めるR&D関連展用の比率が, l967
年のl0.2%がl98l年のl6.%にまで上昇したという 「静態的」 な影響があ
げられる(cf.,Ibila,p.l37)。しかしながら,それよりもDunning(l988b,
l990,l993)やジョーンズ(l994)らが強調するのは,外国のMNEの参
入により形成された競争的な環境が, グラクソ社, スミスクライン'ビー
チャム社, ウェルカム社などイギリス企業の革新を刺激して, 医薬品産業
全体の競争力の向上に貢献したとする, まさに「動態的」な影響にあった。
次いで, 外国のMN EのR&D拠点をイギリスに引きっけた諾要因 (国
の競争力の内容) を明らかにしていきたい。 もちろん, MN EによるR&
D拠点の移転先国への選好は, 「個々の企業の匯史, 現在の競争力の強み
と弱み,および企業の国際戦略」(Dunning,l988b,p.l32)といった企
業内部の諸要因によって影響を受けるが,ここでは国家間の差異性という,
先述のE S Pパラダイムを利用することで,その間題を分析していきたい。
まず,イギリスには,医薬品業界に関連した「〔大学,公共機関,私企
業から構成される〕強力な科学共同体」(1bid,p.l32)があり,また外国
l0) 海外のR&Dll点は, 現存の製品を海外市場に適応させるための機能, 海外
市場に適応した新製品を開発する機能, さらに科学的な知識を創造するため
の基礎研究あるいは応用研究を行なう機能などを担うとされる (cf.,,
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MNEのR&D拠点を移転する第 一の動機も他国の高度な科学的文化に触
れることであったため, この科学共同体の存在は, 外国のMN Eをイギリ
スへと引きっける際に最も重要な要因となった。 次いで, 市場の規模は,
アメリカ,  日本およびドイッには若千は劣るものの「中規模の市場」
(ルm, p.l32) が存在しており, 「新薬の導入に関して厳格であるが比較
的柔軟に適用された管理や試験〔これは, アメリカ国内の厳しい規制に直
面したアメリカ系MN Eが, まず欧州において新薬を導入する理由とな
る〕」 (Ibid,p.l32),あるいは「国民医療サービス(NationalHealth
Service;NH S )  に供給する企業群の利益の極大化を日指して(l983年
まで)イギリス政府が採用した医薬品の価格統制システム(Phar-
maceuticalPrice RegulatoryScheme;PPRS)」(Ibid,p.l38)など
の存在も, 外国のMN Eを引きっける要因としては重要であった。
さらに,「産業構造の特性, つまりイギリスのMNE, 外国のMNEの
海外子会社および多数の中小企業群が存在しており, 充分に競争的であっ
たことが自国企業の革新行動および輸入された技術の波及効果を促進し
た」(1bid, p.l38)とされる。そして,ジョーンズ(l994)によれば, 上
述の競争的な環境は, 「政府当局が, l972年に, グラクソ社とビーチャム
社, およびグラクソ社とプーツ社の合併計画を認可しなかったことによっ
て維持された」 (47買) 結果にほかならなかったという。
なお, これまで論じられた諾要因は, いずれも前節で強調されたE S P
パラダイムの政策(P変数)へと 「直接的」(新薬の導入規制,価格の統
制システムおよび合併の認可) ぉよび 「間接的」 (科学共同体の基盤整備)
に関連しておりDunning(l988b)のいう,「創造された要素条件」に分
類されるものである。
そして, これら創造された要素条件が単なる要素条件と質的に大きく異
なるのは, 自国企業や外国のMN Eが要素をますます利用するにもかかわ
らず, そこからの収種が通減しないばかりか, むしろ通增していく点にあ
る。さしあたり,そのアイデアを「科学的共同体の基盤Jという要因に応
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用してみるなら,以下のような分析が可能になる。
まず, 一定の水準を持つた科学共同体が整備されているということは,
〇その利用を日的とする外国のMN EのR&D拠点をイギリスに引きっけ
ることになる。 ②次いで, これら外国のMN EのR&D拠点から生じる優
れた人材への需要が, 供給機関である大学や公共の研究機関などを逆に引
きっける。 ③さらに, そこに形成された科学的共同体が一定以上の成呆を
収めたならば, 政府の支援をも巻き込みながらより魅力的な科学共同体の
形成が日指され, @ これが外国のMN Eを引きっける更なる要因として機
能する。なお,Dunning(l992)は,このような①一〇 好循環のプロセ
スを「成功が成功を生み出す」(p.l77)ブロセスと表現する。
最後に, イギリス医薬品産業の将来像および政府の政策のありうべき姿
が明示される。 そこでは, M N  EのR&D拠点の立地選好がますます根無
し草になっているにもかかわらず, 産業目標収益率の下方修正やN H Sの
制限的な支払準備リストの提示といったイギリス政府によるl980年代の諾
政策が, 必ずしも外国のMN Eへと魅力的な要因群を提供する方向には機
能していないとされる。そのために, イギリス政府は, MNEの 活動を自
国に引きっける要因である政策の重要性を再認識する必要があるという
(1cf.,Dunning,l988b,pp.l40-l)。
具体的には, 「訓練された科学者, 薬学者および生物学者の利用可能性
の向上, 学術界と産業界の強力な相互作用の推進および「願客契約
(customer contract)」の原則〔政府からの委託研究制度〕の確立,活動
的で良く支援された共同研究機関の整備, 現実的な規制や安全規定の設置
および革新行動を刺激する特許システムおよび価格システムの設置, さ ら
に効率的なグロー バル志向の産業を稼働させるための情報インフラの整
備」(Ibid, pp.l40-l)の必要性が強調される。
V むすびにかえて一合意の提示
さて, Dunning(l993) は,近 著 『ビジネスのグロー バル化」 の第5章-l57- 2l
一、、 -、◆ l企集の戦略・構造、 、 、、 l ぉよび
要素条件
、
?
?
?
?
?
??、、???
、、、 、 、
関連・支接産業
(出所)Dunning(l993), p.l05より作成。
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で, 本稿で議論されてきた 「企業の競争力と国の競争力の相互作用」 を包
括的に分析するための枠組みを図3のように示している。 その分析枠組み
は, 国際経営論あるいは国際経済論の研究者には周知となった,
Porter(l990a) の 「国のダイヤモンド」(p.73)に依拠しながらも,「いく
つかの箇所において一一MN Eによる対内F D Iおよび対外F D IがMN
E自身の競争力およびM N Eの活動する国の競争力に与える影響について
言及しているが, 一般的に国の競争力の向上を促進する主たる諸力は, 自
国企業による自国の資源や知識の優れた利用から生じる」 (Dunning,
l993,p.l07)とする,Porter(l990a,l990b)の偏つた考えを批判する
意図が込められている。 確かに, 原著で850頁以上にも及ぶPorter(l990a)
の大著のなかで, 外国のMN Eと受入国の関係が論じられたのは, 「自国
に対する外国の投資」(p.670) という表題のもと,わずかl買に過ぎな
国3 ポータ のーダイヤモンl: :その完全システム
_一 ②一
、
，?、?
?
?
?
?
?
、
??
、
??
、
?
、
/
/
/
、 、  /
●l、 、
需要条件
l- -、 、
?
?
?
、、 、 l
4 、 lQ 、、◆ ↓〇⑤、'政府
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いのである。 なるほど, ダニングが提示する分析枠組みには, 本稿で, こ
れまで論じてきた受入国の競争力と「MN Eの行動」(Dunning, l993, p.
104) との相互作用 (図2セル③) を分析の視角に統合しようという意図
が見受けられる。
そして,図3に示された複雑な関係性のなかで,本稿では,特に←,'(DCi)
③で示される関係性に注目してきた。例えば,「垂直的」関係,すなわち
M N  Eの海外子会社と受入国の下請企業群との取引関係を通じて技術波及
が進展していく様態を分析することで,-・①の「関連・支援産業」へのM
NEの影響を明示してきた(第]II節参照)。さらに,「水平的」関係,すな
わちMN Eの海外子会社と受入国の自国企業群の競争関係およびその競争
に対抗する自国企業の革新行動を分析することで, 一②の「企業の戦略,
構造およびライパル間競争」 へのMN Eの行動の影響を明示してきた (第
IV節参照)。
Dunning(l993)は,Porter(1990a)によって軽視されたMNEと受入
国との相互作用を重視すべきことを図3において示唆し, その重要性を統
計分析を含む一速の実証研究(e.g.,Dunning,l988b,1990,1992)の
要づけを基礎に提言していることから, 筆者は, このダニングによるポー
ターへの批判を切実に受け止めなければならないと考える。 最後に, 本節
では, これまでの議論から導出された 「企業の競争力と国の競争力の相互
作用」を分析する新しい枠組みが,その構成要素である「政府の行動」お
よび「MNEの戦略的行動」に与えるインパクトを明示することで,本稿
の小括へと変えていきたい。
(1) 政府の行動へのインパクト一国の競争力とは?
政府の行動に対するインパクトを分析することで, M N  Eの行動と受入
国政府の関係性, すなわち図3の一⑧の関係性に考察を加えたい。 特に,
第lV節で一旦は棚上げされた, 技術の波及効果を期待できる外国のMN E
を自国に引きっける国の能力, あるいは後に自国企業への技術波及を効率
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的に進める国の能力にっいて若干の考察を加えたい。
これまでの議論から明らかなように,・ それらの能力は, 政府の政策に強
く関係していたが, ここでは, 政策の具体的な内容の列挙というより,
Dunning(l988b,l990,l993)ないしPorter(l990a,l990b)による既存
の研究を参考にしながら, 持続的な国の競争力を生み出し得る政府の一般
的な行動指針を提示したい。
Porter(l990a)の大著のモチーフとは,政府の産業保護政策(例えば,
平価切下げ,輪入規制,補助金,企業集中の認可など)が, 「長期的」に
は, 自国企業の競争力および自国経済の競争力を衰退させる主原因である
と主張することにほかならなかった。彼は, 自国の企業が,厳しい企業間
競争の「圧力(pressure)」(Porter,l990a,p.7l)に対時していることが,
自国企業の革新を駆動させる刺激になるというアイデアを理論構築の前提
に据え, 上述の産業保護政策を競争の圧力を排除する原因と提えたのであ
るo
例えば, Porter(l990a) は, 理想的な政府の役割を以下のように提えて
いる。
「政府を〔国のダイヤモンドの〕第5の決定要因にする額l感がある。 しかし, そ
れは正しくないし, また国際競争における政府の役割を理解するための最も有用
な方法でもない。国の競i,E位における政府の真の役割;t, 4つの決定要因〔す
なわち,「需要条件」,「企業の戦略およびライパル間競争J,「関連・支援産業」.
「要案条件」;] に影響を付与することにある。これが〔前掲の国3から「MNE
の行動J という変数を除いたものがポーターによるオリジナルな図となる〕 --
図式的に描かれており,そして〔その図こそが)……完全システム(complete
system)を示しているのである。政府は, 4つの決定要因,それぞれに積極的
あるいは消E的な影響を付与できるし, また影響を付与される」 (pp.l26-'7)
なるほど, 政府をダイヤモンドの第5の決定要因とすることは, まさに競
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争の圧力を排除する産業保護政策の展開という, 政府の 「直接的」 な役割
を強調する恐れがあるために間題が残される。
政府の役割とは,あくまでも「間接的」なものであり,ポーターが国の
競争力を決定づける要因としてあげた,「需要条件」,「企業の戦略,構造
およびライバル間競争」, 「関通・支援産業」,「要素条件」に何らかの影響
を及ぼすことで, 産業保護政策と正反対の役割を果たさねばならないもの
であった。すなわち,政府には,自国企業に競争の圧力をかけていくこと
が期待され,Porter(l990a)自身の言葉によれば,「政府の政策は,それ
自身のために重要なのではなく, ダイヤモンドに与える影響によって〔競
争の圧力を形成するため〕l重要になってくる」(p.626)と表現されるの
であるo
Porter(l990a) を参考にして, それら政府の役割を具体的に提えるなら,
以下のようになる。例えば.厳しい購買基準(これが企業への圧力になる)
を設けた政府調達により調達を委託された企業の製品の質を意図的に向上
させたり (「需要条件」への影響), 政府主導の共同研究プロジェクトを組
裁化することで次世代技術の動向を関通企業へとシグナリングしたり, さ
らに多数の企業を研究プロジェク トに参加させ先端技術レぺルでの企業間
競争を刺激して革新投資を促進させる (「企業の戦略, 構造およびライバ
ル間競争」 への影響) といった政府の役割が重視される。
なお,Porter(l990a,l990b)の理論体系において,国の競争力を向上
させるために必要とされる政府の行動とは, 以下のように要約されるであ
ろ う。
〇政府は 「般しい競争によって配り立てられた革新行動が 〔産業の〕 成功組な再
nへのaになる」(Teisberget al..l994,p.l3l)こと充分に理解して行動
すべきである。
@ 政府は自らの役割を.産業の「助力者あるいは接助者(helper orsupporter)」
(Porter,l990a,p.68l)ではなく,産業の「推進者および桃戰者(Pusher-l6l- 25
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aad chaltenger)」(Porter,l990a, p.68l) と位置づけなければならない。
@ 政府はダイヤモンドを構成する4つの要因に影響を及ぼすことでのみ競争の圧
力を形成でき, 自国企業の技術革新を喚起できるといった意味でも. 国の競争
力を創造する過程において,自らが「究a的には部分的〔かつ間接的)な役割
を担う」1ubid, p.680-l)に過ぎないことを認識しなければならない。
しかし, 政府の行動にっいてのPorter(l990a, l99 b)の諸見解とは, 「M
N Eの行動」 が軽視され, 本国政府と自国企業あるいは自国産業間の関係
性 (,→④⑤)のみに注日した(ダニングをして)不完全な分析粋組みの中
で導出されたものに過ぎないことを忘れてはならない。
それに対して,Dunning(l988b,l990,l993)は,イギリス政府による
外国のMN Eに対するスタンスを, その将来像も加味した形で以下のよう
に提示する。
第lV節での事例研究やDunning(l990) における「イギリスへの日本の
投資の将来性は一一イギリス〔政府〕の政策立案者の手中に横たわってい
る」 (p.l8l) という主張から明らかなように, そこではイギリス政府が
外国のMN Eに対して積極的に政策を打ち出すことの重要性が強調され
る。 次いで, その政策の内容をl960̃70年代に支配的とされたMN Eの巨
大な経済力に対する政府の疑心から派生してくる「交戦的(combatit'e)」
(Dunning,l993,p.335)なものから,今やその巨大な経済力を自国の競
争力の改善に利用する「'脇調的(a叫efati'e)」(Ibid,p.335)なものに変
化させ,さらに「市場支持的 (1pro-market)」(Ibild, p.335)なものへと変
化させる必要性が強調される。
例えば, 政策という変数に 「間接的」 に関連するとされた情報インフラ
の整備は,企業間の情報の偏在を解消することで取引コスト(transac-
tion costs)を極小化するため「市場」の効率性を改善し,同時に外国の
MNEを自国に引き っける重要な要因のlつとして機能する。他方で,M
N Eによる自国経済への参入が 「市場」 での自国企業との下請契約や競争
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を通じて革新技術の波及の源泉として機能すると考えるなら,まさにそれ
は市場支持的な政策の具体例となり得るのである (cf.,lbn, ch.l3)。
しかし, 以上のようなダニングの語見解は, 先述のポー タ のー見解と基
本的には内容を同じにするものであった。 ダニングが提示した受入国政府
の行動日標とは,外国のMNE へと 「直接的」な政策(例えば,輪入規制,
ロー カル・コンテンツ規制と,それに伴うFD Iへの補助金など)のイン
センティブを提供して (-・⑨), 外国のMN Eの自国経済への参入を促進
することにあった。 そのうぇ, それらのMN Eが, 革新技術を波及する源
泉あるいは競争の圧力を創造する核として機能することで, 自国企業の競
争力を「間接的」に向上させる(,→(D②)ことにあった。なるほど,政府
およびMN Eの間の関係性とは, もはや一の関係性において自己完結す
るものではなく,・,⑨の作用を媒介としっつ,究極的には,o(i)②の関係
性に働きかけ競争の圧力を形成していくといった具合に, 非常に「システ
ミック(systemic)」(Dunning,l993,p.345)で「全体論的(holistic)」
(Jbid,p.345)に展開されるものになる。
Dunning(l990, l993) ぃわく, 自らの分析枠組みから導出された幾つ
かの含意群とは, 政府の役割を考える際に, 市場経済と計画経済の代替的
な「二元論」に陥りがちな西洋的な思考様式への強い反省と,幾つかのE
東諾国のダイナミックな経済発展(cf.,Dunning,l98la,l982,l986a)
を支えた主要因として注日される企業・,市場一政府といった3つの制度間
の「共生的な(symbiotic)」(p.352)行動,その行動をうまく組識化する
ために必要なシステミックかっ全体論的な思考様式を学習することのなか
で到達した結論にほかならなかった (国4)uL
li)Best(l990) は. 日本での政府と企集のB田関係による経済発展を 「新しい
競争の型」(p.l35)と呼んでいる。例えば,日本,'ンビ,ータ産業の産業
化のプP セ ス に,それらのB開関係の典型を見ることができょう (lf.. 青
木,l994)。 -l63- 27
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図4 組総化メカニズムのトライアド
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(出所)Dunning(的93),p.3l7より作成。
(2) M N Eの戦略的行動へのインパクト
先述のように, 政府が, 競争の圧力を形成することの重要性を意識し始
めるならば, その流れに逆行した, 産業保護政策の解に分類される諸政
策の役割は軽視されていくことになる。 しかし,産業保護政策を競争力の
基盤とする企業は多く存在しており, ある意味でMN Eとは, 政策の国家
間差異(L変数)を柔軟に組み合わせ競争力を強化していくところに, そ
の存在理由が見い出せる(cf.,Kogut,l985a,l985b)。
Rugman&Verbeke(l993)は,MNEの「グローバル競争での基本
戦略(generic strategies in globalcompetition)」(p.3)として,政府に
よる政策保護を競争力の源泉とする 「シェルタ・ーペース戦略 (shelter-
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basedstrategy)」(p.7)を包含すぺきだという。しかしながら,彼らは「短
期的には, シェルタ ・ーペースの行動は,企業特殊優位の利用および整備
に従事していない競争企業の 〔成功の〕 可能性を通減させるだろう。 しか
し,長期的には, シェルター ・ペースを基盤に経済的な成果を達成してい
る企業にとって不利に作用することになる」(「bid, p.8) と続けて主張す
るo
なぜなら, シェルター ・ペース戦略は, 「企業特殊優位性の欠如してい
る企業がコスト・リーダー シップ戰略や差別化戦略を追求する企業を駆逐
する際に」 (1bid, p.9)利用されるにもかかわらず,そこで創出される優
位性が 「継続不確かな一一運しだいの政策という環境に依存して」 (1bid,
p.8) しまっているからであった。 シェルタ 'ー ペー ス戦略とは, グロー
バル競争におけるlつの有効な戰略のタイプとしては確かに認められるも
のの, 企業を取り巻く環境の変化, すなわち競争の圧力を形成することを
重視した政府の行動によって意起される変化には全く逆行する戦略であっ
た。その戦略が,短期には効果的に機能していたとしても,その基盤であ
る政府の政策とは, M N  Eの立地選択と同じく極めて移り気なものである
ことを認識しなければならないのである。
ょって,もしMNEが長期的な「生き残り(survival)」(Ibid, p.6 ) を
究極的な目標として行動するなら,「シェルタ・ーペース戦略」 よ り も「効
率ペース戦 略 (efficiency-based strategy)」(1bid, p.7 )の追求が何より
も重要になってくる。そして,Rugman&Verbeke(l993)がいう, M
N Eの効率ぺ一ス戦略の追求とは, グロー バル・ レぺルでのコストの極小
化による競争優位性の構集を狙つたコスト・リ ダーーシップ戦略, あるい
は差別的製品の供給による競争優位性の構築を狙つた差別化戦略の追求を
意味しており, 特に, 前者の戦略が, 為替変動といった国際経済特有の環
境変化に脆弱であることを勘案した場合には, 差別化戦略の追求が極めて
重要になってくる(cf.,Porter,l990a)。
そして, 以上のような戦略的優位の持続可能性を高めるためには, それ-l65- 29
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らの優位性の源泉となるOL I  システムによって評価可能な 「資源基盤」
(cf.,Wernerfelt, 1984),特に,競争企業には「模倣」(cf., Lippman
&Rumelt,l982)できない資源基盤を「蓄積」(cf.,Dierickx&Cool,
l989) するための行動が必要になる。 換言するなら, 図lでL変数→〇優
位と示されたMN Eの創造的行動, すなわちR&D拠点や生産拠点を国際
的に移転および分散させ, 他国の高度な科学的文化および競争の圧力に触
れることで既存の〇優位を強化したり, 新しい〇優位を創造したりする戦
略的行動がますます重要になってくる。
R&D拠点の 国際移転は, 現在では日本企業の重要な戦略的課題として
注目されている(cf., Papanastassiou&Pearce,l994;山之内,1994)。
また, ゼロッ クス社が小型複写機の世界的な生産および供給における一切
の権限を富士ゼロックスへと委讓したという事実は, まさに日本の小型複
写機市場における熾烈な競争に触れることによる宮士ゼロックス社の学習
効果を期待した結果であり,最終的に,その戦略はゼロッ クス・グループ
の資源基盤の強化へと貢献することになった(cf.,Porter, 1990a,p.
614)。
なるほど,本節(l)で分析された,政府の行動の変化およびその変化に
惹起された競争環境の変化に伴つて, M N Eは創造的な戦略行動の推進を
一層迫られている。このような状況を鑑みて,Dunning(1993)は,真の
競争優位性の源泉となる資源基盤の蓄積を促進するM N Eの戦略的行動に
注日し始めている。いまや,ダニングは,〇LIシステムの形態を主体的
に進化させ, 競争優位性の一層の強化を計つていくMN E行動のモデル化
に努力を注いでいる。換言するなら,彼は,これまで「静態的」であると
批判されてきた折衷パラダイムを 「動態的」 なものへと修正する必要性を
感じとっている。
すなわち,〇LIt= f(〇LIt_、, S out_l, S olut-l→t, E X Nolut_l_t)-(Ibid, p.86)と表現される動態的モデルにおいては,〇LIの形態に
動態性を付与する諸力として「戦略的な変化(S oLI,_,_,)」(Ibid,p.84)
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および 「外生変数および戦略以外の内生変数の変化 (E XNou,ト l_.,)」
(1bid, p.85) といった2変数の機能が重視されているのであった。特に,
企業行動に分析の主限をおく研究においては, 戦略的な変化の機能が注目
に値する。例えば,描稿(l995,l996)では,キヤノン社の事例研究など
を通じて,その変数が,企業の国際化行動に与える影響を具体的に示した。
次いで,本稿では,折表バラダイムの動態化に向けた研究のlつとして,
「戦略的な変化」 をMN Eにとって不可欠なものとする外生的な諸力, す
なわち外部の環境変化の様態を考察してきたのである。
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